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消費者志向自主宣言の策定について 

 

平成 30 年５月 30 日 

 

本協会は、「金融資本市場を通じた国民の資産形成の支援」を使命

の一つと捉え、「顧客本位の業務運営に関する原則」の証券業界への

普及・定着に向けた活動を含む様々な取組みを行っているところで

ありますが、この使命は、政府が推進し、消費者全体の利益の向上等

を目的とする「消費者志向経営」の理念とも通じるものであります。 

また、国民の皆様に広く開かれた金融資本市場においては、「国民

の皆様」を「消費者全体」と捉えることができます。 

こうした認識の下、本協会においては、事業者団体では初めての消

費者志向自主宣言として「国民の資産形成支援のための消費者志向

宣言」を策定いたしました。 

本協会においては、国民の皆様（消費者全体）の金融資本市場を通

じた資産形成の支援のため、引き続き努力してまいる所存です。 

 

 
以  上 

 
 
 
 

国民の資産形成支援のための消費者志向宣言 

 
平成 30 年５月 30 日 
日 本 証 券 業 協 会 

 
 
Ⅰ. 理念 

本協会は、金融資本市場の公正かつ円滑な運営、金融商品取引業の

健全な発展及び投資者の保護を目的として設立された、金融商品取

引法に基づく内閣総理大臣の認可を受けた団体です。 

我が国における少子高齢化の進展等の社会状況の変化を踏まえま

すと、金融資本市場を通じた国民の資産形成の重要性はますます高

まっています。 

資料２ 
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本協会は、金融資本市場の発展及び投資者がより一層信頼できる

投資環境の整備・充実のために全力を注ぐことにより、金融資本市場

を通じた国民の資産形成の支援を行ってまいります。 
 

Ⅱ. 取組方針 

 １．理念の共有化及び実践 

本協会は、理念に掲げた目的・使命を役職員全員で共有すると

ともに、この目的・使命の達成に向けた努力を継続してまいりま

す。 
 
２．資産形成を支援する活動 

本協会は、金融資本市場を通じた国民の資産形成を支援するた

め、次のような取組みを行ってまいります。 

● 金融資本市場を通じた資産形成を行うために必要となる、証

券取引、金融資本市場及び協会員等に関する情報を提供いた

します。 

とりわけ、国民の資産形成のために広く活用が期待される

NISA や iDeCo 等については、その制度の普及・推進及びわか

りやすい情報の提供に努めます。 

● 国民各層に対して証券投資に関する知識の普及・啓発を図るた

め、教材の提供、セミナーの開催及び情報の発信を行います。 

● 金融資本市場に関する制度・税制等について検討を行い、国民

の資産形成の促進のために必要な施策の実現に向け、政府そ

の他の関係者に意見表明を行います。 
 
３．安心して取引できる仕組みの提供 

本協会は、国民の皆様が安心して金融資本市場を活用いただけ

るよう、次のような取組みを行ってまいります。 

● 投資者の保護や公正な取引の確保のため、自主規制規則等を

制定・改正するとともに、自主規制規則等の協会員による遵守

について調査・指導を行います。 

● 証券投資に関するご相談やご意見をお受けするとともに、紛

争解決のあっせんの機会を提供いたします。 

● 投資詐欺による被害の防止を図るため、広報活動を行います。 
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４．ニーズや意見を反映した業務運営 

本協会は、国民の皆様の声を業務運営に反映するよう、次のよ

うな取組みを行ってまいります。 

● 国民の皆様の実態やニーズを踏まえた業務運営を行うため、

証券保有実態や証券投資に対する意識等の調査を行います。 

● 自主規制規則等の制定・改廃に際し、広く一般から意見募集を

行い、当該意見を踏まえた上で、自主規制規則等を制定・改廃

いたします。 

● 自主規制規則について、定期的に国民の皆様からの見直しに

関する意見を募集いたします。 

● 国民の皆様から本協会に寄せられたご相談・ご意見を業務運

営に活用できるよう、ご相談・ご意見の内容を役職員で共有い

たします。 

 
５．証券業界全体に向けた活動 

本協会は、「消費者志向経営」の動きが証券業界全体に広がるよ
う、次のような取組みを行ってまいります。 

● 関係当局や本協会等の消費者志向に係る取組み内容を協会員
に周知いたします。 

● 協会員の「消費者志向経営」の参考となる国民の皆様からのご
相談・ご意見について、協会員に周知・連絡いたします。 

● 協会員の役職員向けの研修において、「消費者志向経営」の趣
旨を踏まえた内容の研修を行います。 

 
６．SDGs への取組み 

消費者全体の視点に立ち消費者の権利の確保及び利益の向上

を図るという消費者志向経営の理念は、国際連合が提唱する SDGs

（持続可能な開発目標）の理念と軌を一にするものであります。 

本協会では、SDGs に掲げられている社会的な課題に積極的に取

り組むことにより、SDGs の達成に貢献してまいります。 

 

以 上 



      

平 成 30 年 ５ 月 2 8 日 

報 道 関 係 者 各 位  

 

日 本 証 券 業 協 会  

東 京 証 券 取 引 所 

日本証券クリアリング機構 

 

 

 

株式等の決済期間短縮化（Ｔ＋２化）の実施予定日の決定について 

 

 

日本証券業協会、東京証券取引所及び日本証券クリアリング機構が事務局を務める「株

式等の決済期間の短縮化に関する検討ワーキング・グループ」（以下「ＷＧ」という。）に

おいては、我が国市場における株式等の決済期間短縮化（Ｔ＋２化）について検討を行い、

2016 年６月にＷＧ最終報告書1を公表したところであります。 

今般、ＷＧの上部会議体である「証券受渡・決済制度改革懇談会」において審議した結

果、株式等の決済期間短縮化（Ｔ＋２化）の実施予定日を、2019 年７月 16 日（火）（約

定分）とすることとしましたので、お知らせいたします。 

  ＷＧにおいては、株式等の決済期間短縮化（Ｔ＋２化）への円滑な移行に向け、必要な

対応について引き続き検討を行ってまいります。 

  

以  上 

 

 

 

 

 

○ 本件に関するお問い合わせ先：日本証券業協会 企画部（電話：03-3667-8535） 

 

                                                   
1 2016 年６月 30 日公表「株式等の決済期間の短縮化に関する検討ワーキング・グループ 最終報告書」を参照。 

ＵＲＬ：http://www.jsda.or.jp/shiraberu/minasama/t2/t2_houkoku_20160630.pdf 

資 料 ３ 

http://www.jsda.or.jp/shiraberu/minasama/t2/t2_houkoku_20160630.pdf


資 料 ４  
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新 役 員 等 候 補 者 に つ い て 

 

１．会員選挙により選出される会員理事・会員監事・会員委員（選挙期日：６月 15日） 

会員理事・証券戦略会議議長 

（副会長） 
日 比 野  隆  司 （ 大 和 証 券 代表取締役会長 ） 

会員理事・総務委員会委員長 

（副会長） 
森 田 敏 夫 （ 野 村 證 券 取締役兼代表執行役社長 

 

） 

会員理事 石 井  登 （ 立 花 証 券 代表取締役社長  ） 

会員監事 小 林 一 彦 （ 水 戸 証 券 代表取締役会長 ） 

  〃 斉 藤  透 （ 荘 内 証 券 代表取締役社長 ） 

自主規制会議 会員委員 児 玉 哲 哉 （ バークレイズ証券 会 長 ） 

  〃 巽  大 介 （ 光 世 証 券 代表取締役社長 ） 

  〃 寺 口 智 之 （ 野 村 證 券 代表執行役常務 ） 

  〃 松 井 道 夫 （ 松 井 証 券 代表取締役社長 ） 

証券戦略会議 会員委員 新 井  聡 （ 野 村 證 券 執 行 役 専 務 ） 

 〃 安 藤 敏 行 （ 安 藤 証 券 代表取締役社長 ） 

  〃 出 田 信 行 （ 大 熊 本 証 券 代表取締役社長 ） 

 〃 北 尾 吉 孝 （ S B I 証 券 代表取締役会長 ） 

  〃 久 保 哲 也 （ S M B C 日 興 証 券 代表取締役会長 ） 

  〃 小 林 正 浩 （ 明 和 證 券 代表取締役社長 ） 

  〃 新 芝 宏 之 （ 岡三証券グループ 代表取締役社長 ） 

  〃 杉 崎 重 光 （ ゴールドマン・サックス証券 副 会 長 ） 

〃 中 村 康 佐 （ み ず ほ 証 券 理 事 ） 

  〃 中 村 善 二 （ U B S 証 券 代表取締役社長 ） 

  〃 長 岡  孝 （ 三菱 UFJ モルガン・スタンレー証券  取締役副会長 ） 

  〃 フィリップ・アヴリル （ B N P パ リ バ 証 券 代表取締役会長  ） 

  〃 松 本  大 （ マ ネ ッ ク ス 証 券 代表取締役社長  ） 

 

[新任] 

[新任] 

 

 

 

[新任] 

[新任] 

[新任] 
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２．特別会員選挙により選出される特別会員委員（選挙期日：６月 15 日） 

自主規制会議 特別会員委員 鵜 飼 昌 吾 （ 名 古 屋 銀 行 常 務 取 締 役 ） 

 

３．総会決議により選出される公益理事・公益委員（総会開催日：６月 18 日） 

公益理事・ 

行動規範委員会委員長 
江 川 雅 子 （ 一橋大学大学院経営管理研究科 教 授 ） 

公益理事・ 

自 主 規 制 会 議 議 長 
太 田 順 司 （ 日 本 監 査 役 協 会 元 会 長 ） 

公益理事 神 田 秀 樹 （ 学習院大学法務研究科 教 授 ） 

公益理事・ 

金融・証券教育支援委員会委員長 
藤 沢 久 美 （ シ ン ク タ ン ク・ソフィアバンク  代 表 ） 

自主規制会議 公益委員 岡 田 譲 治 （ 三 井 物 産 常 勤 監 査 役 ） 

  〃 川 村 雄 介 （ 大 和 総 研 副 理 事 長 ） 

  〃 神 作 裕 之 （ 東京大学大学院法学政治学研究科  教 授 ） 

  〃 佐 々木  百  合 （ 明治学院大学経済学部 教 授 ） 

 

４．総会決議により選出される会長・常任理事・常任監事（総会開催日：６月 18 日） 

常任理事・会長 鈴 木 茂 晴 （ 現 本 協 会 会 長 ）  

常任理事 森 本  学 （ 現 本 協 会 副 会 長 ）  

  〃 岳 野 万 里 夫 （ 現 本協会副会長・専務理事 ）  

常任監事 村 井  毅 （ 現 本協会常務執行役 会員本部長  ）  

 

５．理事会で選任される公益委員・有識者委員・会員委員・特別会員委員（理事会開催日：７月２日）  

総務委員会 会員委員 楠  雄 治 （ 楽 天 証 券 代表取締役社長 ） 

  〃 桑 原  良 （ ド イ ツ 証 券 代表取締役社長 ） 

  〃 小  髙  富 士 夫 （ む さ し 証 券 代表取締役社長 ） 

  〃 近  藤  雄 一 郎 （ S M B C 日 興 証 券 常 務 取 締 役 ） 

  〃 二 宮 明 雄 （ 三菱 UFJ モルガン･スタンレー証券 専 務 取 締 役 ） 

  〃 半 場 裕 章 （ 東 洋 証 券 代表取締役会長 ） 

[新任] 

[新任] 

[新任] 

[新任] 
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  〃 松 井 敏 浩 （ 大 和 証 券 代表取締役副社長 ） 

  〃 松 浦 良 一 （ 上 光 証 券 代表取締役会長 ） 

  〃 山 口 隆 弘 （ 山 和 証 券 代表取締役社長 ） 

総務委員会 特別会員委員 調 整 中 （   ） 

行動規範委員会 公益委員 金 子  晃 （ 慶 応 義 塾 大 学 名 誉 教 授 ） 

 〃 川 上 徹 也 （ パ ナ ソ ニ ッ ク 客 員 ） 

 〃 関 根 愛 子 （ 日本公認会計士協会 会 長 ） 

 〃 高 木 祥 吉 （ 日 本 格 付 研 究 所 代表取締役社長  ） 

行動規範委員会 会員委員 日 比 野  隆  司 （ 大 和 証 券 代表取締役会長 ） 

 〃 森 田 敏 夫 （ 野 村 證 券 取締役兼代表執行役社長 ） 

行動規範委員会 特別会員委員 鵜 飼 昌 吾 （ 名 古 屋 銀 行 常 務 取 締 役 ） 

金融・証券教育支援委員会 公益委員 栗 原  久 （ 東洋大学文学部教育学科 教 授 ） 

 〃 白 河 桃 子 （ 相 模 女 子 大 学 客 員 教 授 ） 

 〃 中 川  忍 （ 金融広報中央委員会 事 務 局 長 ） 

 〃 橋  長  真 紀 子 （ 札 幌 学 院 大 学 准 教 授 ） 

 〃 家 森 信 善 （ 神戸大学経済経営研究所  教 授 ） 

金融・証券教育支援委員会 有識者委員 川 井 洋 毅 （ 東 京 証 券 取 引 所 執 行 役 員 ） 

 杉 江  潤 （ 投 資 信 託 協 会 副会長専務理事  ） 

金融・証券教育支援委員会 会員委員 池 田  肇 （ 野村ホールディングス 執 行 役 員 ） 

 〃 菊 池 一 広 （ 極 東 証 券 代表取締役社長 ） 

 〃 木 村 浩 樹 （ 木 村 証 券 代表取締役社長 ） 

 〃 齋 藤 正 勝 （ カブドットコム証券 取締役代表執行役社長 ） 

金融・証券教育支援委員会 特別会員委員 手 島 俊 裕 （ 損害保険ジャパン日本興亜 取締役常務執行役員 ） 

      

（注）１．役職は平成 30 年５月 30 日現在。 

    ２． 現任の特別会員理事（藤原弘治氏）、自主規制会議の特別会員委員（吉原昌利氏）、

総務委員会の特別会員委員（浅野眞吾氏）、行動規範委員会の特別会員委員（藤原弘

[新任] 

[新任] 

[新任] 

[新任] 

[新任] 

[新任] 

[新任] 

[新任] 
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治氏）及び金融・証券教育支援委員会の特別会員委員（柴田利喜氏）の任期は平成 31

年３月末まで。 

 （敬称略） 
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